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要 旨
　本稿は，登記関係訴訟における遺言執行者の当事者適格について，判例・学説の若干の整理を試みる
ものである．
　遺言執行者は，遺言の執行に関する訴訟の当事者になるとされるが，具体的に遺言執行者がいかなる
場合に当事者適格を有するかについては，その職務の内容や範囲が密接に関連する．遺言執行者の職務
権限について，民法1012条 1 項は，遺言執行者は，相続財産の管理その他遺言の執行に必要な一切の行
為をする権利義務を有すると規定しているが，権利義務の内容については，判例に委ねられているとさ
れる．そこで，本稿では，登記関係訴訟における遺言執行者の当事者適格に関する判例を取り上げ，遺
言執行者の職務権限について考察する．対象とした判例は，遺贈および相続させる旨の遺言がされた場
合であり，遺言執行者の原告適格・被告適格の両方を問題とした．
目 次
Ⅰ は じ め に
Ⅱ 判 例
Ⅲ 遺言執行者の当事者適格の判断基準
Ⅳ 遺言執行者の当事者適格の法律構成―訴訟担当
か固有適格か―
Ⅴ お わ り に
Ⅰ は じ め に
　遺言執行者は，遺言の執行に関する訴訟の当事者にな
るとされるが1），具体的に遺言執行者がいかなる場合に
当事者適格を有するかについては，その職務の内容や範
囲が密接に関連する．遺言執行者の職務は被相続人がし
た遺言の内容を実現することであり，この職務を遂行す
るにあたり，遺言執行者は，相続財産の管理その他遺言
の執行に必要な一切の行為をする権利義務を有する（民
1012条 1 項）と規定されている．しかし，遺言執行者の
権利義務の内容は立法段階では明らかにされておらず，
この点の具体化は判例に委ねられたとされる2）．そこで，
一般的には，個々の遺言事項に応じて遺言執行者が行う
べき遺言執行の内容を確定する必要があるということに
なる．
　本稿では，遺言執行者の多種多様な職務のうち，登記
手続に関する職務に注目し，登記関係訴訟において遺言
執行者がいかなる場合に当事者適格を有するのかについ
て考察する．登記関係訴訟を検討する際には，次のよう
な登記手続上の規律を無視することはできない3）．すな
わち，遺贈を原因とする所有権移転登記は不動産登記法
60条の一般原則により，受遺者（登記権利者）と相続人
あるいは遺言執行者（登記義務者）との共同申請による
ことになるが，相続させる旨の遺言については，不動産
登記法63条 2 項により，受益相続人が単独で相続登記で
きるとされている（昭和47・4・17民事甲第1442号法務省
民事局長通達）4）．また，抹消登記手続の登記義務者は，
現に登記を有する者である．このような登記手続上の規
律の下で，どのような場合に遺言執行者の権利義務が生
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じるのか，明らかにする必要がある．そこで，以下では，
遺言執行者の登記関係訴訟における当事者適格に関する
判例・学説の状況について若干の整理を試みる．対象と
した判例は，遺贈および相続させる旨の遺言がされた場
合であり，遺言執行者の原告適格・被告適格の両方を問
題とした．
Ⅱ 判 例
　まず，遺贈または相続させる旨の遺言がされた場合に，
その目的不動産についての登記関係訴訟において，遺言
執行者の当事者適格が問題とされた 3 つの判例を紹介す
る．なお，以下では，本稿の関心にしたがって，登記請
求権に関係する部分を中心に取り上げる．
1 ．最判昭和43・5・31民集22巻 5 号1137頁5）（昭和43
年最判）
〔事案の概要〕A は昭和38年 8 月16日に死亡し，その直後
の同年 9 月 2 日，A の養子である Y が本件建物につき相
続を原因とする所有権移転登記を単独でおこなった．し
かし，A は昭和37年11月27日に公正証書により，その妹
である X ほか 1 名に，本件建物およびその敷地の賃借権
各 2 分の 1 を遺贈する旨の遺言をしていた（本件遺贈．
Bが遺言執行者に指定されている）．そこでXらはYを被
告として本件遺贈を原因とする本件建物の各 2 分の 1 の
共有部分権の移転登記を求めて訴えを提起した．Y は遺
言者 A が意思無能力であって遺言は無効であると主張し
ている．
　第一審は X らの請求を認容した．第二審は Y の遺留分
減殺の主張を認め，その限りで第一審を変更した．Y の
上告に対し，上告審は職権で Y の当事者適格について次
のように判示し，破棄差戻しとした．
〔判旨〕「遺言の執行について遺言執行者が指定されまた
は選任された場合においては，遺言執行者が相続財産の，
または遺言が特定財産に関するときはその特定財産の管
理その他遺言の執行に必要な一切の行為をする権利義務
を有し，相続人は相続財産ないしは右特定財産の処分そ
の他遺言の執行を妨げるべき行為をすることはできない
こととなるのであるから（民法1012条ないし1014条），本
訴のように，特定不動産の遺贈を受けた者がその遺言の
執行として目的不動産の所有権移転登記を求める訴にお
いて，被告としての適格を有する者は遺言執行者にかぎ
られるのであって，相続人はその適格を有しないものと
解するのが相当である……前記のように，遺言執行者の
存在することを窺うに足りる証拠が存在するのに拘らず，
これを顧慮しないで本案の判断をした原判決には，職権
によって調査すべき当事者適格に関する事項に関し審理
を尽くさなかった違法がある」
2 ．最判昭和51・7・19民集30巻 7 号706頁6）（昭和51年
最判）
〔事案の概要〕A は昭和36年に死亡し，その所有する本件
土地につき子 X への相続による登記が昭和42年になされ
た．しかし A の姪 B は，公正証書遺言による遺贈に基づ
き，昭和37年に所有権移転仮登記を経由していた．そこ
で X は本件遺言が A の意思に基づかない無効なものであ
るとして，遺言執行者 Y を被告として，①本件遺言の無
効確認および②仮登記の抹消を求めて訴えを提起した．
　第一審は①・②請求を認容し，第二審は①・②請求を
いずれも棄却した．上告審は，次のように判示して上告
を棄却するとともに，原判決中の②請求を棄却する旨の
主文を訴え却下に改めた．
〔判旨〕「遺言執行者は，遺言の執行に必要な一切の行為
をする権利義務を有し（民法1012条），遺贈の目的不動産
につき相続人より相続登記が経由されている場合には，
右相続人に対し右登記の抹消登記手続を求める訴を提起
することができるのであり，また遺言執行者がある場合
に，相続人は相続財産についての処分権を失い，右処分
権は遺言執行者に帰属するので（民法1013条，1012条），
受遺者が遺贈義務の履行を求めて訴を提起するときは遺
言執行者を相続人の訴訟担当者として被告とすべきであ
る（最判昭和43・5・31民集22巻 5 号1137頁―判決引用
の表記法を改めた．以下同様．）．更に，相続人は遺言執
行者を被告として，遺言の無効を主張し，相続財産につ
いて自己が持分権を有することの確認を求める訴を提起
することができるのである（最判昭和31・9・18民集10巻
9 号1160頁）．右のように，遺言執行者は，遺言に関し，
受遺者あるいは相続人のため，自己の名において，原告
あるいは被告となるのであるが，以上の各場合と異なり，
遺贈の目的不動産につき遺言の執行としてすでに受遺者
宛に遺贈による所有権移転登記あるいは所有権移転仮登
記がされているときに相続人が右登記の抹消登記手続を
求める場合においては，相続人は，遺言執行者ではなく，
受遺者を被告として訴を提起すべきであると解するのが
相当である．けだし，かかる場合，遺言執行者において，
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受遺者のため相続人の抹消登記手続請求を争い，その登
記の保持につとめることは，遺言の執行に関係ないこと
ではないが，それ自体遺言の執行ではないし，一旦遺言
の執行として受遺者宛に登記が経由された後は，右登記
についての権利義務はひとり受遺者に帰属し，遺言執行
者が右登記について権利義務を有すると解することはで
きないからである．右と同旨の原審の判断は正当として
是認することができる．」
3 ．最判平成11・12・16民集53巻 9 号1989頁7）（平成11
年最判）
〔事案の概要〕A は平成 5 年に死亡し，相続が開始した．
A には Y を含め， 7 名の子がいたが，そのうち一人は A
が死亡した時点で亡くなっていた（Zらが承継している）．
A は，昭和57年に公正証書遺言により，全財産を Y に相
続させる旨の遺言をした（旧遺言）．その後，Aは昭和58
年に，旧遺言を取り消して新たに公正証書遺言を作成し，
本件土地を 5 人の子に 5 分の 1 ずつ相続させる，遺言執
行者をXと指定するなどの遺言をした（新遺言）．A死亡
後，Y は旧遺言を用いて，本件土地につき自己名義に相
続を原因とする所有権移転登記を経由した．そこで，遺
言執行者 X は，本件土地について真正な登記名義の回復
を原因とする所有権移転登記等を求めて提訴した（なお，
代襲相続人である Z らの独立当事者参加については省略
する）．
　第一審は X の請求を認容した（ただし，Z らの遺留分
減殺分のみ棄却）．第二審はXの当事者適格を否定し，X
の訴えを不適法として却下した．上告審は破棄差戻しと
した．
〔判旨〕「特定の不動産を特定の相続人甲に相続させる趣
旨の遺言（相続させる遺言）は，特段の事情がない限り，
当該不動産を甲をして単独で相続させる遺産分割方法の
指定の性質を有するものであり，これにより何らの行為
を要することなく被相続人の死亡の時に直ちに当該不動
産が甲に相続により承継されるものと解される（最判平
成 3・4・19民集45巻 4 号477頁参照）．しかしながら，相
続させる遺言が右のような即時の権利移転の効力を有す
るからといって，当該遺言の内容を具体的に実現するた
めの執行行為が当然に不要になるというものではない．
　そして，不動産取引における登記の重要性にかんがみ
ると，相続させる遺言による権利移転について対抗要件
を必要とすると解すると否とを問わず，甲に当該不動産
の所有権移転登記を取得させることは，民法1012条 1 項
にいう『遺言の執行に必要な行為』に当たり，遺言執行
者の職務権限に属するものと解するが相当である．もっ
とも，登記実務上，相続させる遺言については不動産登
記法27条［現行63条 2 項］により甲が単独で登記申請す
ることができるとされているから，当該不動産が被相続
人名義である限りは，遺言執行者の職務は顕在化せず，
遺言執行者は登記手続をすべき権利も義務も有しない
（最判平成 7・ 1・24集民174号67頁参照）．しかし，本件
のように，甲への所有権移転登記がされる前に，他の相
続人が当該不動産につき自己名義の所有権移転登記を経
由したため，遺言の実現が妨害される状態が出現したよ
うな場合には，遺言執行者は，遺言執行の一環として，
右の妨害を排除するため，右所有権移転登記の抹消登記
手続を求めることができ，さらには，甲への真正な登記
名義の回復を原因とする所有権移転登記手続を求めるこ
ともできると解するのが相当である．この場合には，甲
において自ら当該不動産の所有権に基づき同様の登記手
続請求をすることができるが，このことは遺言執行者の
右職務権限に影響を及ぼすものではない．
　したがって，Xは，新遺言に基づく遺言執行者として，
Y に対する本件訴えの原告適格を有するというべきであ
る．」
4 ．小 括
　まず， 3 つの判例の事案の違いについて確認しておき
たい．昭和43年最判および昭和51年最判は，遺贈がなさ
れた事案で遺言執行者の被告適格が争われたものであり，
平成11年最判は，相続させる旨の遺言がされた事案で，
遺言執行者の原告適格が問題となった．その際，登記の
所在については，昭和43年最判では相続人に，昭和51年
最判では受遺者に，平成11年最判では相続人にそれぞれ
登記されている状態であった（なお，昭和51年最判では
遺贈仮登記がなされていた）．請求についてみると，昭和
43年最判は，受遺者による遺贈に基づく移転登記請求，
昭和51年最判は相続人による所有権に基づく仮登記の抹
消登記請求8），平成11年最判は遺言執行者による共有権
に基づく真正な登記名義の回復を原因とする移転登記請
求であり，それぞれ異なる請求である．
　次に，遺言執行者の当事者適格の当否の判断について
は，昭和43年最判では，遺贈に基づく移転登記請求の被
告は遺言執行者であるとし，昭和51年最判では，遺贈登
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記の抹消登記請求の被告は，受遺者であるとした．これ
に対して，平成11年最判では，遺言執行者は，遺言に反
して登記名義を有する相続人に対する，移転登記の抹消
のほか真正な登記名義の回復を原因とする移転登記を求
めることができるとし，さらに，傍論ではあるが，受益
相続人にも同様の登記請求をすることが認められるとし
た．すなわち，昭和43年最判および昭和51年最判では当
事者適格者は遺言執行者または受遺者のいずれかだと判
断したのに対し，平成11年最判では当事者適格者は遺言
執行者のほか受益相続人にも認められるとして，両者の
当事者適格の併存を認めているという点で大きな違いが
みられる．この点，昭和43年最判は，受遺者は相続人に
対して移転登記を求めることができないとしているため，
移転登記請求訴訟の原告適格を有するのは，遺言執行者
だと考えることができるが，他方で平成11年最判は受益
相続人にも移転登記請求訴訟の原告適格が認められてい
るため，平成11年最判と昭和43年最判の整合性が問題と
なる．両者の違いは，特定遺贈と相続させる旨の遺言に
おける登記手続上の規律の違いによって説明することが
できる9）．すなわち，相続させる旨の遺言における受益
相続人は単独で相続による登記をすることができるのに
対し，受遺者は，登記義務者たる遺言執行者との共同申
請によらなければならず，単独申請できないという違い
である．
　各判旨における遺言執行者の当事者適格の判断基準に
ついてみると， 3 つの判例に共通するのは，係争権利関
係が遺言の執行にあたるかどうかという点である．昭和
51年最判は，これに加え，登記についての権利義務が遺
言執行者に帰属するかが考慮されている．
Ⅲ 遺言執行者の当事者適格の判断基準
1 ．遺言執行者の職務権限
　遺言執行者の当事者適格は，遺言の執行に必要な限度
で，遺言執行者が相続財産の管理処分権を有することを
根拠として認められており，他方で相続人はその限度に
おいて管理処分権を失い，当事者適格を有しないとされ
る．したがって，遺言執行者の当事者適格の存否は，ど
こまでが「遺言の執行に必要な行為」といえるかにより
判断される．以下では，Ⅱで紹介した判例における遺言
執行の範囲に関する最高裁の判断およびそれについての
学説の状況を整理する．
⑴ 昭和43年最判について
　昭和43年最判は，不動産の特定遺贈を受けた受遺者に
対して所有権移転登記を備えさせることは，相続人が遺
贈目的不動産について相続登記を経由した後であっても，
遺言執行者の義務であり，それゆえ，受遺者からの移転
登記請求については，遺言執行者が被告適格を有すると
している10）．なぜなら，遺言執行者は，民法1012条 1 項
に基づいて，相続財産などについての管理処分権が与え
られており，その反面，同法1013条によって相続人には
その管理処分権が奪われているからである11）．したがっ
て，当事者適格が基本的には管理処分権の所在によって
決定されるものであれば，遺言の執行に関する訴訟にお
いては，法定訴訟担当として遺言執行者のみが当事者適
格をもつと解するのである12）．このような考え方は，通
説・判例ともに確定していると評価されており13），学説
においても，遺贈目的物の移転登記が遺言の執行である
ことを理由として，遺言執行者の当事者適格を肯定する
見解がみられる14）．
　しかし，これに対して，受遺者が「物権的請求権を行
使することは遺贈義務の履行＝遺言の執行を求めるもの
ではなく，遺贈によって取得した権利を行使しているも
のと解せられる」として，遺贈目的物の移転登記は遺言
の執行でないとする見解がある15）．この見解によれば，
「移転登記相続人や第三者が受遺者の物権を侵害している
ときは，その者に対して直接，物権的請求権が発生し，
かつ，行使しうる」とされる．ただし，相続人が登記名
義を有している場合に，受遺者が自分名義へ移転登記を
請求しうるかどうかについては，「もし，移転登記請求を
認めるとすれば，登記名義が受遺者に直接移されること
がありうることになり，遺言執行者が当該遺贈を無効と
みているような場合には，遺言執行者の管理権を侵害し
たことになる」としている16）．
　また，やや異なる角度からの見解ではあるが，遺言執
行者は，遺言の効力につき利害関係者間に争いがないか，
遺言が有効であると思料する場合にのみ遺言を執行すべ
きであるとして，昭和43年最判の事案において遺言執行
者の被告適格を否定する見解もみられる17）．この見解に
よれば，遺言執行者が被告となった場合，抗弁である遺
言の無効を主張することは，遺言執行者にとって職務違
背であり許されないとされる18）．
⑵ 昭和51年最判について
　昭和51年最判の事案では，遺言の執行として受遺者に
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移転した登記を保持することが遺言執行者の義務である
のかが問題となった．この点について，同判旨は遺言執
行者が「受遺者のため抹消登記手続請求を争い，その登
記の保持につとめることは，遺言の執行に関係ないこと
ではないが，それ自体遺言の執行ではない」とし，遺言
執行者の義務を否定した．学説においても，判旨と同様
に遺言執行者の被告適格を否定する見解が多くみられる．
その根拠としては，仮登記であれ本登記であれ，それ自
体についてみると，遺言の執行が終了しており，その権
利関係は受遺者に帰属し，遺言執行者にその処分権はな
い19），また「遺言執行者は受遺者の登記義務について受
遺者に代わって訴訟をする権限すなわち，当事者適格を
有すると解すべき根拠は見出せない」ということが挙げ
られる20）．
　他方で，このように遺言の執行が終了するという考え
方に対しては，遺言執行者制度の趣旨から，その職務範
囲を広く認める必要性を主張する見解がある．この見解
は，①「本件では，遺言の無効を理由として相続人が抹
消登記を請求しているのであり，遺言の執行に無関係と
は言い難い」21），②もし，相続人が遺言無効を主張して直
接受遺者に抹消登記請求することを認めれば，遺言執行
者をおいた意味がなくなる，③相続人が遺言執行者を被
告として遺言無効確認訴訟を提起できるとしており，そ
うだとすれば，仮登記抹消の訴えを同時に提起する場合
には遺言執行者と受遺者とを共同して訴えねばならず，
相続人に過大な負担であること，さらに遺言執行者を訴
えた方が自然であるとして，遺言執行者に被告適格を認
める22）．このように遺言執行者の職務範囲を広く認める
見解に対しては，③の点に関して，特定遺贈につき受遺
者宛の仮登記ないし本登記がなされた後もなお，遺言無
効確認訴訟が提起される限り，遺言執行者は被告として
これに応訴し，遺言の効力の保持に務めるべき任務は終
了しないことになるとして，「これでは遺贈を原因とする
抹消登記手続請求につき遺言執行者を被告となる職責か
ら解放したことの意義が半減してしまう」との指摘があ
る23）．
　また，受遺者の被告適格を肯定した上で，遺言執行者
にも被告適格が認められるか，という点については，昭
和51年最判と昭和43年最判との類似性を強調し，遺言執
行者に被告適格を認める見解もあるが，昭和43年最判は
遺言の執行が正面から問題となった事案であり，昭和51
年最判とは事案を異にするから，被告は遺言執行者でも
よいともいえなくなると批判されている24）．
⑶ 平成11年最判について
　従来，学説では，相続させる旨の遺言に基づき，遺言
執行者の指定がある場合において，遺言執行者の登記手
続義務を否定した前掲最判平成 7 ・ 1 ・24（判旨引用）
以降，相続させる旨の遺言がされた場合に，不動産登記
に関してそもそも遺言執行の余地を認めないという消極
説が広まりつつあった25）．すなわち，相続させる旨の遺
言については，①受益相続人が遺産分割の効果として当
然に権利を取得すること26），②登記実務上，受益相続人
が単独で相続登記することができる（不登法27条，現行
63条 2 項）という取り扱いがされていたこと27）などを根
拠に，遺言執行の余地がないとされた．しかし，最判平
成11年では，①相続させる遺言が「即時の権利移転の効
力を有するからといって，当該遺言の内容を具体的に実
現するための執行行為が当然に不要になるというもので
はない」とし，さらに②「不動産取引における登記の重
要性にかんがみると，相続させる遺言による権利移転に
ついては対抗要件を必要とすると解すると否とを問わず，
甲に当該不動産の所有権移転登記を取得させることは，
民法1012条 1 項にいう『遺言の執行に必要な行為』に当
たり，遺言執行者の職務権限に属するものと解するが相
当である」とし，相続させる旨の遺言がされている場合
にも，一般的に登記申請手続が遺言の執行に必要な行為
であることを明示した．
　そして，判旨は，次のように述べて，他の相続人が目
的不動産につき，相続登記を備えた場合には遺言執行者
の職務が顕在化し，遺言実現の妨害を排除するために，
前述の抹消登記請求等が認められるとした．すなわち，
「登記実務上，相続させる遺言については不動産登記法27
条［現行63条 2 項］により甲が単独で登記申請すること
ができるとされているから，当該不動産が被相続人名義
である限りは，遺言執行者の職務は顕在化せず，遺言執
行者は登記手続をすべき権利も義務も有しない」としな
がら，「しかし，本件のように，甲への所有権移転登記が
される前に，他の相続人が当該不動産につき自己名義の
所有権移転登記を経由したため，遺言の実現が妨害され
る状態が出現したような場合には，遺言執行者は遺言執
行の一環として，右の妨害を排除するため」抹消登記請
求等が認められるとした．
　本判決の結論について，学説からはおおむね支持され
ていると思われるが28），しかし，後述するとおり，本件
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のように遺言の実現が妨害されている状態が生じている
場合にのみ，遺言執行者の職務権限の顕在化を認めるこ
とが十分説得的かどうかという点29）のほか，「相続させる
旨の遺言における遺言執行の終了時点はいつであるか，
それを確定するために遺言執行者はなにをすることがで
きるのか」という点30）が，問題として残されている．
2 ．登記手続上の規律との関係
　登記関係訴訟においては，遺言執行者の当事者適格を
判断する際に登記手続上の規律が考慮されるケースがあ
る．この点について，昭和51年最判および平成11年最判で
は明示的に言及されているが，他方で昭和43年最判につ
いても学説では，登記手続上の問題点が指摘されている．
⑴ 昭和43年最判について
　昭和43年最判に対しては，仮に遺言執行者を被告とし
た場合，相続人がすでに相続を原因とする所有権移転登
記を経由しており，この場合の遺言執行者の任務は，①
相続人を被告として相続登記の抹消を求めて登記名義を
被相続人に回復した上で，②受遺者に対して遺贈による
移転登記義務を履行するということになることから31），
受遺者が遺言執行者を被告として勝訴しても，形式上は
②の義務について認められたにすぎず，遺言執行者は①
の任務を履行しなければならないため，紛争の直接的解
決にとって迂遠だという点が学説において批判された32）．
そこで，遺言執行者と相続人の双方に被告適格を認める
見解が有力に主張されている．双方に被告適格を認める
場合， 2 通りの法律構成が提示されている．第一の構成
は，受遺者が，遺言執行者に代位して相続人に対する相
続登記抹消請求と，遺言執行者に対する所有権移転登記
請求とを併合請求するというものである33）．第二の構成
は，受遺者から相続人に対する抹消登記請求と遺言執行
者に対する移転登記請求との併合である34）．最判昭和62・
4・23民集41巻 3 号474頁によれば，特定不動産が遺贈さ
れた場合には，遺言者の死亡と同時に所有権は受遺者に
移転するので，遺言執行者がいる場合であっても，受遺
者は所有権に基づく妨害排除として登記の抹消を求める
ことができるとされていることから第二の構成によって，
昭和43年最判の事案の解決を図ることができるとする35）．
⑵ 昭和51年最判について
　昭和51年最判は遺言執行者の被告適格を否定し，受遺
者にこれを肯定したが，その理由付けとして，①遺言の
執行にあたらないということのほかに，②遺言の執行と
して受遺者宛に登記が経由された後は，その登記につい
ての権利義務は受遺者に帰属していることを挙げている．
本判決が②の理由付けを付加したのは，①の理由のみで，
結論を支えるのは，若干弱いためであると指摘されてい
る36）．すなわち，本登記を念頭に置けば，登記保持まで
遺言の執行と解したのでは，遺言執行の職務が何時まで
も完了しないことになる以上，本判決の結論は理解でき
るが，本件のように仮登記に関しては，それを保持する
義務を遺言執行者に課しても，義務に拘束されるのは本
登記がなされるまでであって，遺言執行者を不当に長く
拘束することはないからである．
　学説においても，遺贈による登記の抹消登記義務者は
登記名義人である受遺者である37）として②の理由付けを
支持する見解がある．また，受遺者を被告とすべき他の
理由として仮に遺言執行者を被告として勝訴しても判決
の効力を受遺者に及ぼすことはできず，改めて受遺者に
対して仮登記抹消をしなければならず迂遠であるといっ
たことが挙げられている38）．
　これに対して，昭和43年最判について「遺言執行者に
対する勝訴判決によって相続人から移転登記を得ること
ができるという論理が前提とされているとみなくてはな
らない」とし，そうだとすれば，遺言執行者に対する勝
訴判決で受遺者の仮登記の抹消ができるとする見解があ
る39）．
⑶ 平成11年最判について
　平成11年最判は①権利移転に対抗要件が必要かどうか
を問わず，受益相続人に所有権移転登記を取得させるこ
とは，遺言の執行に必要な行為として遺言執行者の職務
権限に属するとの原則を明らかにした上で，②不動産の
名義が被相続人であるときには遺言執行者の職務は顕在
化せず，遺言執行者には登記手続を行う権利義務がない
が，③本件事案のように，遺言の実現が妨害される状態
が生じている場合には，その妨害排除のため所有権移転
登記や真正な登記名義の回復を原因とする所有権移転登
記を求めることができるとした．②の場合に，遺言執行
者の職務が「顕在化」しない理由としては，受益相続人
が自ら単独で登記申請できるためである40）．しかし，③
の場合についてのみ，遺言執行者の職務権限の顕在化を
認めることについては，判旨のとおり，受益相続人自身
が固有の登記請求権を有することを認めつつ，そのこと
が遺言執行者の職務権限に影響を及ぼすものではないの
だとするならば，②の場合について，遺言執行者の職務
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権限が顕在化しないとする根拠が失われることになるの
ではないか，との疑問が呈されている41）．
　なお，本判決では，③抹消に代わる移転登記まで認め
ているが，これは実際上の便宜を考慮したためと推測さ
れている42）．遺言執行者としては，被相続人の所まで登
記を戻すだけで，後は不動産登記法27条（現行63条 2 項）
により受益相続人が裁判外で別途登記申請せよというの
は迂遠であるし，特にわが国では，戸籍謄本を添付する
だけで，法定相続人の一人が法定相続分による共同登記
をすることができるため，再び，容易に妨害状況が出現
するからである43）．
Ⅳ 遺言執行者の当事者適格の法律構成―訴訟担当か
固有適格か―
1 ．判例の状況
　遺言執行者の当事者適格が，前述のとおり，相続財産
の管理処分権を根拠に認められてきたことから，従来，
遺言執行者と相続人との関係については，遺言執行者に
当事者適格が認められるときには相続人には当事者適格
はなく，逆に相続人に肯定するときは，遺言執行者には
認められないとされてきた44）．もっとも，遺贈や相続さ
せる旨の遺言の対象である不動産について相続人の一人
または第三者のために登記が経由されているような場合
に，受遺者と遺言執行者の双方が，それぞれの権限に基
づいて，当事者適格を有するということが，判例上認め
られている．すなわち，（1）受遺者は，遺言執行者があ
る場合であっても，所有権に基づく妨害排除請求として，
相続人の一人または第三者のためになされた無効な登記
の抹消を求めることができ（最判昭和30・5・10民集 9 巻
6 号657頁，前掲最判昭和62・4・23），遺言執行者もま
た，遺言の執行に必要な行為として，上記の抹消登記を
求めることができる（大判明治36・2・25民録 9 輯190頁，
大判昭和15・2・23判決全集 7 輯16号 4 頁），（2）相続さ
せる遺言についても，平成11年最判は，遺言執行者が遺
言執行の一環として抹消登記または真正な登記名義の回
復を原因とする所有権移転登記を求めることができ，ま
た受益相続人もこれらの抹消登記等を求めることができ
るとされている．したがって，たとえば，遺言執行者が
遺贈義務を実現するために，相続人に対して相続登記の
抹消登記請求を行うことができるのはもちろん，受遺者
もまた遺贈により取得した所有権に基づく妨害排除請求
をすることができるが，このように解したとしても，受
遺者の権利と遺言執行者の権限とは矛盾抵触することは
ないと説明されている45）．
2 ．学 説
　このような判例法理を前提に，受遺者・受益相続人の
権限と遺言執行者の権限が両立すると考えた場合，問題
となるのは，遺言執行者の当事者適格の法律構成である．
　遺言執行者の当事者適格の法律構成として，学説では，
訴訟担当構成を維持する方向と，訴訟担当ではなく固有
適格と構成する方向に分かれている46）．
⑴ 訴訟担当説
　訴訟担当構成をとる見解として高橋宏志教授の見解が
ある47）．高橋教授は，「遺言執行者は遺言者の体現者であ
ること，わざわざ遺言執行者を選任した遺言者の意思は
遺言執行者に広範に遺言をめぐる処理を委ねることにあ
ると推認されること（利害関係人が家裁に選任を求めた
場合も，これに準ずる），法律家が遺言執行者に選任され
た場合には特にそうであること」などから遺言執行者の
当事者適格を広く肯定する方向性もあるとした上で，「従
って，受遺者・受益相続人に本来は原告適格はないこと
になるが（共同訴訟的補助参加の道は用意されている），
しかし受遺者・受益相続人は，債権者代位権によって訴
えを提起しているのだと説明することができる」とされ
ている．
⑵ 固有適格説
　これに対して，遺言執行者の当事者適格を固有適格と
構成する山本弘教授の見解がある．山本教授によれば，
遺言執行者と受遺者の原告適格が両立または競合すると
いう帰結は，判例が特定遺贈の目的物についての遺言執
行者の原告適格を受遺者のための訴訟担当と理解してき
たことと両立しないと指摘される48）．すなわち，「遺贈目
的物の所有権およびそこから派生する抹消登記手続請求
権等は，実体法的には受遺者または受益相続人に帰属す
るところ，遺言執行者が存在する場合には，その管理処
分権が遺言執行者に専属し，この管理処分権に基づき遺
言執行者は受遺者または受益相続人に帰属する抹消登記
請求権等を訴訟物とする訴訟の原告適格を有するという
のが，法定訴訟担当の論理である．だとすれば，受遺者
または受益相続人が管理処分権を喪失しているそうした
請求権につき原告適格を維持するということは，ありえ
ない」とする49）．そうすると，「遺言執行者の抹消登記手
続請求等における原告適格は受遺者または受益相続人の
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ための訴訟担当ではなく，債権者代位訴訟等が訴訟担当
ではなく代位債権者等の原告適格は『固有適格』である
とされるのと同じ意味において，遺言執行者に固有の当
事者適格ということになる」とされている50）．
3 ．両説の帰結
　受遺者・受益相続人と遺言執行者の訴訟上の関係につ
いては，訴訟担当説に立った場合，類似必要的共同訴訟
になると考えられる51）．しかし，高橋教授自身，「遺言執
行者の権限は遺言執行権限に由来し，受遺者・受益相続
人の権限は所有権等の実体権に由来する」ため，双方は
実体法的には性質が異なるとして，「実体権の性質におい
て，類似必要的共同訴訟の典型である株主総会決議の取
消しを求める複数の株主などと同じではない」と指摘さ
れている52）．さらに，判例・通説によれば，類似必要的
共同訴訟においては，判決効の拡張・抵触がなければな
らないが，受遺者・受益相続人の行った訴訟の判決効に
ついては，遺言執行者に及ぶかという問題があるとも述
べられる53）．
　他方で固有適格説によれば，遺言執行者が原告として
追行した訴訟の判決の効力につき民訴法115条 1 項 2 号の
適用はなく，受遺者・受益相続人が受けた判決の効力が
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判例・学説の蓄積を期待しつつ，残された問題について
は今後の検討課題としたい．
1） 中川善之助＝泉久雄『相続法〔第 4 版〕』625頁（有
斐閣，2000）．
2） 川淳一「民法1012条・1013条（遺言執行者と相続
人の処分権喪失）」広中俊雄＝星野英一編『民法典の
百年Ⅳ』311頁（有斐閣，1998）．
3） 高橋宏志『重点講義民事訴訟法（上）〔第 2 版補訂
版〕』285-286頁（有斐閣，2013）参照．
4） 雨宮則夫「遺言執行者の職務権限について」判タ
1380号33頁（2012）．
5） 昭和43年最判の評釈として，五十部豊久「判批」法
教86巻 7 号830頁（1969），船越隆司「判批」民商60
巻 1 号130頁（1969），吉井直昭「判解」最判解民事
篇昭和43年度（上）405頁（1969），風間鶴寿「判批」
法時41巻 2 号119頁（1969），遠藤浩「判批」加藤一
郎＝太田武男編『家族法判例百選〔新版増補〕283頁
（1975）がある．
6） 昭和51年最判の評釈として，伊藤昌司「判批」判
評223号（判時856号）139頁（1977），山木戸克己「判
批」民商77巻 6 号886頁（1978），平井宜雄「判批」法
協95巻 4 号781頁（1978），田尾桃二「判解」最判解
民事篇昭和51年度278頁（1979），坂原正夫「判批」新
堂幸司＝青山善充編『民事訴訟法判例百選〔第 2
版〕』54頁（1982），新田敏「判批」久貴忠彦＝米倉
明編『家族法判例百選〔第 5 版〕』232頁（1995），松
下淳一「判批」新堂幸司ほか編『民事訴訟法判例百
選Ⅰ〔新法対応補正版〕』92頁（1998），菱田雄郷「判
批」伊藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選〔第 3 版〕』
36頁（2003），笠井正俊「判批」高橋宏志ほか編『民
事訴訟法判例百選〔第 5 版〕』28頁（2015）がある．
7） 平成11年最判の評釈のうち主要なものとして，八
田卓也「判批」法セ45巻 5 号108頁（2000），小林久
起「判批」民情165号66頁（2000），二羽和彦「判批」
金判1097号54頁（2000），半田吉信「判批」ジュリ
1186号100頁（2000），渡邉泰彦「判批」法時72巻11
号98頁（2000），河野信夫「判批」判評500号（判時
1718号）224頁（2000），上野雅和「判批」民商123巻
2 号220頁（2000），犬伏由子「判批」リマークス2001
（上）82頁（2001），竹下史郎「判批」久貫忠彦＝米
倉明＝水野紀子編『家族法判例百選〔第 6 版〕』178
頁（2002），竹下史郎「判批」平成12年度主判解（判
タ臨増1065号）184頁（2001），河邉義典「判解」最
判解民事篇平成11年度（下）988頁（2002），渡邊剛
男「判批」公証法29号97頁（2000），磯村保「判批」
319齋藤：登記関係訴訟における遺言執行者の当事者適格に関する問題
水野紀子＝大村敦志編『民法判例百選Ⅲ』178頁
（2015）がある．
8） 相続人の権利主張が，遺言の無効などを理由とす
る場合，遺言の有効を前提とした民法1012条・1013
条の適用はなく，遺言執行者がいたとしても相続人
が原告適格をもつとされる．山木戸・前掲注 6 ）894
頁，田尾・前掲注 6 ）283頁．
9） 高橋・前掲注 3 ）283頁注（37の 3 ），山本弘「遺
言執行者の当事者適格に関する一考察」谷口安平先
生古稀祝賀『現代民事司法の諸相』29頁（成文堂，
2005）．
10） 吉井・前掲注 5 ）409頁参照．
11） なお，改正民法（平成30法72）1012条 2 項では「遺
言執行者がある場合には，遺贈の履行は，遺言執行
者のみが行うことができる．」と規定されている．
12） 吉井・前掲注 5 ）408頁．
13） 吉井・前掲注 5 ）409頁．
14） 中川＝泉・前掲注 1 ）625頁，高橋・前掲注 3 ）273
頁など．
15） 福永有利「遺言執行者の訴訟追行権―その根拠と
範囲―」北法38巻 5・6 合併号（下） 1776-1777頁
（1988）．
16） 福永・前掲注15）1777頁．福永・前掲注15）1763
頁注（8）によれば「わが国でも，管理権に言及され
ることがあるが，遺言の執行上の必要ということを
言い換えただけの場合が多く，当事者適格と管理権
の関係が十分に考えられていないようにみえる」と
指摘されている．
17） 丹野達「遺言執行者についてのある考察」曹時55
巻10号2556頁（2003）．新堂幸司『新民事訴訟法〔第
5 版〕』296頁（弘文堂，2011）は，相続人にすでに
移転登記がなされていれば，遺言執行者の管理を離
れた財産とみる余地があると指摘する．
18） 丹野・前掲注17）2557頁．大判昭和 2・9・17民集
6 巻10号501頁，大判昭和 5・6・16民集 9 巻 8 号550
頁は遺言執行者の遺言無効の主張を肯定する．また，
大阪地判大正 6・3・6 新聞1283号26頁は遺言執行者
の受遺者に対する遺言無効確認の訴えを適法とした．
私見は遺言執行者も遺言の無効を主張できると考え
る．利害関係人のみで遺言の効力を確定させること
により，正当な遺言の執行に支障をきたすおそれが
否定できないからである．
19） 田尾・前掲注 6 ）283頁．同旨のものとして，丹
野・前掲注17）2561頁，高橋・前掲注 3 ）274頁．
20） 山木戸・前掲注 6 ）890頁．
21） なお，伊藤・前掲注 6 ）141頁は，仮登記を本登記
にするのは遺言執行者の任務であり，遺言執行者の
任務は未だ終了していないとする．
22） 平井・前掲注 6 ）786-787頁．
23） 山本弘「遺言執行者の当事者適格」法教372号131－
132頁（2011）．
24） 坂原・前掲注 6 ）55頁．
25） 河邉・前掲注 7 ）1006頁参照，犬伏・前掲注 7 ）
84-85頁．なお，前掲最判平成 7・1・24は受益相続人
が遺言執行者の登記手続懈怠を理由として不法行為
に基づく損害賠償を請求した事案である．さらに，最
判平成10・2・27民集52巻 1 号299頁は，相続させる
旨の遺言の対象となった不動産について遺言執行者
を被告として賃借権確認訴訟が提起された事案にお
いて，遺言執行者は，特段の事情のない限り，当該
不動産を管理する義務や相続人に引き渡す義務を負
わないとして，遺言執行者の被告適格を否定した．
26） 河邉・前掲注 7 ）1020頁（注11）．本判決引用の最
判平成 3・4・19は相続させる旨の遺言は特段の事情
がないかぎり，遺産分割方法の指定であると解すべ
きであり，また，当該相続人への遺産承継の効果は
何らの行為を要することなく，被相続人死亡時に直
ちに生ずるとした．
27） 河邉・前掲注 7 ）1009頁．
28） 反対，丹野・前掲注17）2572頁．
29） 磯村・前掲注 7 ）179頁．
30） 渡邉・前掲注 7 ）100頁．
31） 吉井・前掲注 5 ）409頁．
32） 高橋・前掲注 3 ）273頁参照．なお，平成11年最判
の傍論で述べられているのと同様に，昭和43年最判
の事案においても，真正な登記名義の回復を原因と
する所有権移転登記請求が認められれば，遺言執行
者だけを被告として勝訴すれば受遺者は直ちに移転
登記をすることができると考えられる．
33） 野田愛子「遺贈の登記義務者」島津一郎ほか編『新
版相続法の基礎』300頁（青林書院新社，1981），納
谷廣美「遺言執行者の訴訟上の地位」法論53巻 3 ・
4 合併号79頁（1981），青山善充・法教109号117頁
（1989），梅本吉彦「代理と訴訟担当との交錯」新堂
幸司編集代表『講座民事訴訟③当事者』155頁（弘文
堂，1984）．
320
34） 高橋・前掲注 3 ）278頁注（36）．
35） 高橋・前掲注 3 ）279頁注（36）．
36） 菱田・前掲注 6 ）37頁．
37） 田尾・前掲注 6 ）284頁，納谷・前掲注33）82頁，
山木戸・前掲注 6 ）890頁．
38） 納谷・前掲注33）82頁．菱田・前掲注 6 ）37頁も
また，「目的物について管理処分権を有するBに対し
てまで判決効を拡張することを正当化するのは困難
であろう」としている．
39） 平井・前掲注 6 ）786頁．
40） 磯村・前掲注 7 ）179頁，渡邉・前掲注 7 ）100頁．
41） 磯村・前掲注 7 ）179頁．犬伏・前掲注 7 ）85頁も
また，受益相続人に所有権移転登記を取得させるこ
とも遺言執行者の職務権限に属するのであるとすれ
ば，被相続人名義になっている場合についても，受
益相続人と並んで，遺言執行者にも登記申請を認め
るべきではないだろうかと指摘する．
42） 河邉・前掲注 7 ）1011頁．
43） 河邉・前掲注 7 ）1011頁．
44） 奈良次郎「相続財産に関する訴訟と遺言執行者
―主として被告適格と関連して―」司研59号58
頁（1977）．
45） 魚住庸夫「判解」最判解民事篇昭和62年度280頁
（1990）．
46） これに対して，遺言執行者の当事者適格をできる
だけ狭く解釈する見解として，八田卓也「遺言執行
者の原告適格の一局面」井上治典先生追悼論文集
『民事紛争と手続理論の現在』381頁（法律文化社，
2008），丹野・前掲注17）2541頁がある．
47） 高橋・前掲注 3 ）287頁注（37の 3 ）．
48） 山本・前掲注23）129頁．
49） 山本・前掲注23）129頁．
50） 山本・前掲注23）130頁．
51） 高橋・前掲注 3 ）282頁注（37の 3 ），河野・前掲
注 7 ）224頁参照．
52） 高橋・前掲注 3 ）282頁注（37の 3 ）．
53） 高橋・前掲注 3 ）282頁注（37の 3 ）．高橋教授に
よれば，「実質的ないし最終的利益主体が行なった訴
訟の結果なのであるから，あたかも請求の目的物の
所持者のように（民訴115条 1 項 4 号），自己固有の
利益を訴訟に関して特に持たない遺言執行者として
は判決効を拡張されても差し支えないと論ずること
ができなくもない」とされる．なお，丹野・前掲注
17）2541頁は，受遺者・受益相続人が行った訴訟の
判決効は，反対的効力として，遺言執行者に及ぶと
する．
54） 山本・前掲注23）131頁．
55） 山本・前掲注23）131頁．山本教授は，「遺言執行
者は登記名義を有する相続人に対して抹消登記手続
等を求めて訴えを提起する固有の適格を認めること
はできるが，相続人には，原告が受遺者または受益
相続人に対し一定の期限までに自ら請求を定立して
訴訟に参加するよう通知しない限り，応訴を拒絶す
る権利があり，受遺者または受益相続人が参加すれ
ば，遺言執行者は訴訟から脱退し（民訴法115条 1 項
4 号により，判決の効力は遺言執行者に及ぶ），期限
までに参加しない場合は，受遺者または受益相続人
による遺言執行者に対する訴訟追行の授権（任意的
訴訟担当）が擬制される」とされる．山本・前掲注
23）131頁注（16）．
